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１．はじめに 

東日本大震災から 14 年、最大の被災地の一つであ

る石巻市の学校現場では、震災の教訓を学校防災へと

橋渡しする実践が続いている。本稿では、石巻市にお

ける教育と防災をつなぐ実践がいかにして「集合知」

となり、さらに危機対応における「判断知」へと転換

されてきたのかを 14 年間の軌跡から見直し、この経

験から普遍的な学びを見出すことを試みる。 

ここでいう「集合知」とは、研究に基づく知見、現

場の経験、制度上の知（計画・マニュアル等）が協働・

研修・教材化等を通じて循環し、学校防災を支える運

用知として可視化・更新される動的なプロセスである。

視座としては、レヴィの「集合的知性」の議論 1)に

依拠し、学校という協働基盤における知の循環に注目

する。また、本稿が目指す「判断知」とは、この「集

合知」を「不確実な状況下で最善の行動を選択するた

めに個人や組織が活用できる実践的な能力として統

合したもの」を指す。 

分析枠組として、震災後の石巻市における子どもな

らびに教員向けの防災教育の取組についての内容を

五つのフェーズに整理する。五つのフェーズとは、①

復興学習の立ち上げ、②防災教育への移行と自校化・

市域展開、③教員の読図力向上、④実践的判断力への

深化、⑤学校による意思決定への深化である。 

本稿が焦点化する課題は、大川小学校津波事故訴訟

の判決が提示した「学校の判断・責任」を、学校防災

の実効性向上へいかに具体化するかである。同判決は、

学校に求められる知見を「地域住民が有している平均

的な知識及び経験よりも、遙かに高いレベル」と指摘

し、ハザードマップや地域防災計画を「独自の立場か

ら批判的に検討すべき」とした。また、児童を安全に

避難させるための避難場所、避難経路、避難方法をマ

ニュアルに明確に定めるべきであると指摘している

2)。さらに、石巻市での実践は、この判決に加え、大

川小学校事故検証報告書に示された 24 の提言 3）、

宮城県学校防災体制在り方検討会議報告書 4)、文部

科学省の学校防災体制の強化に関する通知 5)や学校

安全に関する推進計画 6)を踏まえ、より高度な知見

を統合する形で深化してきた。2017 年からは土砂災

害、洪水も対象に、ハザードエリアに立地する要配慮

者利用施設における避難確保計画の作成が義務付け

られたことを受け 7)、マルチハザードに対応した実

践の幅を広げてきた。そのために、国や自治体の方針

の変遷、および「学校安全の推進に関する計画」の方

向性、石巻の具体的な実践とを往還させながら検討し、

現場の知が「集合知」そして「判断知」へとどのよう

に生成・運用され、次の危機に備える判断力と協働を

高めていくのかを論じる。 

 

２．復興学習の立ち上げ：当事者性と地域愛着

の回復(2012 年〜2014 年) 

本フェーズは、被災した地域における子どもたちの

個人的な震災経験という「暗黙知」を、協働的な学習

を通じて「集合知」へと転換させていくプロセスであ

る。その焦点は、震災の出来事を地域に根ざした学習

として扱い、子どもの当事者性と地域への関与意欲を

回復することにある。石巻市では「復興マップづくり」

が、この知の転換を促す契機となった。このプログラ

ムは、NPOと大学側の提案に対して市教育委員会が
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制度的な支援を行い、学校現場の教員と子どもたちが

具体的な経験を学習へと昇華させることで成立した。 

総合的な学習の時間を核に「復興マップづくり」に

取組み、まち歩き→情報収集→マップづくり→発表と

いう手順で、被災地の出来事や復興の進捗、地域の魅

力等を可視化していった 8) 9)。この学習は、単に危

険箇所を探すだけでなく、津波で流された家の跡地の

基礎まで取り除かれて更地になった場所を、新たに家

を建てるために「復興の準備が整ったところ」として

捉え直した。また、まちの魅力的な場所や物を見つけ

出す、地域の商店などに復興に向けた取組をインタビ

ューする等の工夫を通じて、震災で傷ついたふるさと

を嫌いにならない、復興に向けて取り組む大人の姿を

示すことで自分たちにできることを考える契機とな

るように設計された。 

この協働的取組を通じて、以下の三つの成果が確認

され、個人的な経験が共有可能な集合知へと変換され

た。第一に、歩いて見て書き留める（まち歩き）、可

視化（マップづくり）、語る（グループワーク）の循

環を通じて、個々の震災経験という暗黙知が協働で扱

える「形式知」へと転化した。特に、マップ作成とい

う共同作業と、その成果を校内や保護者に発表するプ

ロセスは、知の共有を促す重要な役割を果たした。学

校が知の循環を駆動する協働の場として位置付けら

れている。第二に、事後アンケートでは、学習への参

加を通じて、児童の地域への関与意欲の向上が確認さ

れた。これは、受動的な防災学習にとどまらず、自ら

課題を発見し、解決策を考える能動的な学びが児童の

主体性を育んだことを示している。この主体性の涵養

は、将来の地域防災の担い手を育成する上で、不可欠

な要素である。第三に、学校に知の蓄積と連携の素地

が形成された。児童が作成したマップは学校の貴重な

教材として蓄積され、後述するように後輩の学習にも

活用されるようになった。また、学校と家庭、地域住

民、NPO や大学といった外部サポーターとの連携がこ

の学習を通じて実現し、防災に取り組む土壌が形成さ

れたと言える。 

 

３．防災教育への移行と自校化・市域展開（2015

年〜2018 年） 

本フェーズは、フェーズ 1 で蓄積されたパイロット

校での経験を「集合知」として標準化し、市域全体に

展開していくプロセスである。大震災から 5 年目以降、

「復興マップづくり」が「復興・防災マップづくり」

と名称を改め、市域規模で普及される段階に入った。

2012年から2014年度のパイロット校児童のフォロー

アップ調査では、復興参画意欲の上昇や、地域密着型

の防災学習の有効性が確認された 10）。 

この展開を可能にしたのは、教員向けの「実践の手

引き」の開発である 11)。これは、先行事例を基に、

学習目標や活動の手順を整理した物であり、各校の教

員が学区の特性を踏まえて内容を調整しつつ、地形図

の導入によって「地形と災害リスクの関係」を学びな

がらまち歩きやマップづくりを行う高度化の方向性

を示した。「共通の骨格＋自校化の余地」という二層

設計によって、個々の学校の文脈に合わせた柔軟な実

践を可能にしながらも、市全体としてプログラムのね

らいを共有し、普及可能なモデルを創出した「知の制

度化」でもあった。 

このフェーズで構築された知の循環の枠組みは、以

下のように要約できる。学校は、学区の地形図等の地

図を用いて「まち歩き→マップ作り→発表」を行い、

「現場の知」を創出する。教育委員会は、「実践の手

引き」を通じて標準化を進め、実践事業として巡回支

援、アーカイブを支えることで、「知の普及」と「定

着」を担った。さらに、石巻市主催による「復興・防

災マップコンクール」は、実践を可視化し、評価する

ことで、さらなる市内での展開を後押しする役割を果

たした。 

2016 年の福島沖地震における住民の避難率の低さ

を受け、子どもたちが避難の必要性を理解する教育が

求められた。これに応えるため、フェーズ 1 で作成さ

れた「復興マップ」は、津波の浸水エリアと浸水深を

学ぶための「防災教育教材」として再活用された 12)。
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このプロセスは、個々の「現場の知」が教育行政の支

援によって「集合知」として制度化され、さらに次の

世代へ「大震災の記録」として引き継がれる動的な知

の循環を示している。 

 

４. 教員の読図力向上研修と「ハザードマップ

三段階読図法」の開発（2019 年〜2020 年） 

本フェーズは、これまでの子どもたちを中心とした

教育活動から、教員を対象とする研修へと大きく転換

する重要な段階である。これは、これまでに子どもへ

の教育プログラムとして標準化されてきた「集合知」

を発展させ、読図力の向上を通じて教員が自らの「判

断知」を育むための基盤を構築するフェーズである。 

大震災から 8 年を経て、2019 年に防災主任研修「地

図を用いた災害リスクの理解」が開発された。防災主

任とは、宮城県に震災後設置され、学校防災教育の推

進や防災体制の強化、地域連携を推進するコーディネ

ーターとしての役割を果たす。同研修は「『復興・防

災マップづくり』実践のための手引き」の理解と活用

を図るために企画・実施されたが、研修前後の受講生

のアンケート結果からは、地形がわかると回答した参

加者が増え、研修を体験することによって、参加者の

地図理解力向上に有効に働きかけるということが示

唆された 13)。これを受けて、2020 年度にはオンライ

ン講座「学区の地図を活用した災害リスクの理解」が

開発、一般公開され 14)、その過程で「ハザードマッ

プ三段階読図法」が考案された 15)。この読図法は第

一段階ではハザードマップに記載されている想定条

件を正確に理解し、学区のハザードマップを読めるよ

うになる。第 2 段階では学区の地形図、地形分類図、

陰影起伏図等を読み、ハザードマップに示されている

ハザードと地形の関係を重ねて考えられるようにな

る。第 3 段階ではハザードマップの限界を理解し、ハ

ザードマップの想定外の事態も想定できるようにな

ることを目指している。研修ではハザードマップの

「想定外」まで考えることができる読図力の向上を狙

い、Web GIS 重ねるハザードマップをベースに、電子

地形図、治水地形分類図、土地条件図、各種ハザード

マップを束ねる構成となっている。 

このフェーズでは、「ハザードマップ三段階読図法」

をベースにした教育研修の開発を通じて、防災主任教

諭の読図力が高められ、学校の防災管理と子どもへの

防災教育の双方で機能する知の深化が図られた。 

 

５. 実践的「判断力」の深化：児童生徒在校時の

緊急避難場所の検討（2021 年〜2023 年） 

前フェーズで高度化された読図力を基盤に、本フェ

ーズは教員が不確実な状況下で最善の行動を選択す

るための実践的な判断力を育成することに焦点が置

かれた。具体的には、防災主任研修を重ね、学区の地

形や複数の災害リスクを統合的に活用する研修へと

発展させた。この研修は、単なる知識の伝達に留まら

ず、児童生徒在校時に複合災害が発生し得る状況を想

定し、防災主任教諭自身が知見を統合して緊急避難場

所に関する「判断」を下す能力を磨くことを目指した。 

（１）大雨時の複合災害を想定した緊急避難場所検討 

2021 年度の研修では、児童生徒が在校時に大雨に

より洪水と土砂災害がほぼ同時に発生する状況を想

定し、学校外への立ち退き避難先を検討した。本研修

は、洪水と土砂災害の両方のハザードエリアに立地す

る学校が、既存のマニュアルだけでは不十分な状況に

置かれている現実を背景に、学校自らが緊急避難場所

を検討することを目的とした。研修では、地形や災害

リスクを考慮せずに子どもの移動しやすさや公共施

設を理由に避難場所を選ぶ受講者が多く、この傾向は、

ハザードマップや地形図の知見を統合して「判断」を

下す能力の必要性を示唆した 16)。 

（２）子どもへの防災教育への展開 

この防災主任研修は、子どもに対する防災教育へと

展開された。防災主任教諭が研修で習得した地理情報

活用の知見を、防災管理と防災教育に一体化させて活

用し、子どもたちに「洪水時の緊急避難場所はどこか」

という、教員と同一の問いを与えた。この実践は、抽

象的な浸水情報を具体的な校舎の高さと結びつけて
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提示することで、子どもたちが垂直避難の限界を身近

な問題として理解することを可能にした。さらに、こ

の課題を家庭にも投げかけ、学校と家庭、地域が連携

した情報共有と合意形成を促進した。その過程で、緊

急避難開始のタイミングと、そのための判断材料の重

要性が改めて確認された 17）。 

（３）津波「新」想定に対する避難場所の改訂 

この取組は津波防災にも及んでいる。2022 年に宮城

県が公表した新たな津波浸水想定は、東日本大震災時

を上回る過酷な条件を提示し、これまでの避難計画の

見直しが喫緊の課題となった。この課題に対応するた

め、新たな津波想定と地理情報を統合した防災主任向

け研修が開発・実施された。研修では、新想定下で

3.11 の実績よりも浸水深が高くなった学校を事例に、

大雨警報（土砂災害）発表時に大津波警報が発表され

た状況を想定し、津波の第一波到達時間を考慮しなが

ら、緊急避難場所の見直しを検討した。この実践は、

常に最新の知見と現場の経験を統合することが、学校

防災の「判断知」を継続的に更新するために不可欠で

あることを示唆している 18)。 

 

６. 意思決定の深化：リアルタイム情報を活用し

た危機管理体制の構築（2023 年〜現在） 

本フェーズは、東日本大震災の教訓のひとつである

「危機管理マニュアルの見直し」6）に関して、これ

までのフェーズで培ってきた知見が統合されるプロ

セスである。本フェーズでは、これまでの防災主任教

諭への研修に加え、組織のトップである管理職が研修

対象となったという点で、石巻市の防災教育が新たな

段階に移行したことを示唆している。 

管理職向け研修が 2023 年度から開始され、過去の大

雨情報を基にして開発された「時系列ワークシート」

を用いて、校地や学区の気象情報、河川水位、避難情

報などのリアルタイム情報を基に、事例校での児童生

徒在校時の緊急避難のタイミングの判断とその選択

肢について検討した。特に自治体からの避難情報を待

つだけでなく、複数の情報群を統合し、地形的なリス

クと照らし合わせ、授業継続、垂直避難、立ち退き避

難、引き渡し、集団下校等のどの「判断」をいつ、行

うかの判断力を高めることの重要性が改めて浮き彫

りにされた 19)。 

また、本フェーズでは、これまでの学びを集約する

試みとして、2025 年度より研修を受講する防災主任

をその経験年数に応じて 2 つのグループにわけ、石巻

市の各学校の防災マニュアルの冒頭に追加された「学

校と学区の現状」を理解し、充実させるための研修が

開始された。防災マニュアルの冒頭におかれた「学校

と学区の現状」は、「ハザードマップ三段階読図法」

の考え方に基づき構成され、自校の施設情報や市によ

る緊急避難場所や避難所の指定を記入した上で、校地

や学区の地形を記し、さらに洪水、土砂災害、内水氾

濫、津波のうち自校に該当するハザードについての情

報を記入する。さらに、ハザードごとに、立ち退き避

難先を含む、複数の緊急避難場所を記入する構成とな

っており、学校教員が校地と学区について共通の「判

断材料」を持つための重要なツールとなっている 20)。 

一方、防災主任研修では、管理職が判断するための

情報提供と、判断が下された後の対応までを検討する

ことに着手した。管理職研修と同じ事例を使いながら

も、防災主任は、まず地形や災害リスクとの関係を詳

細に理解した上で、「児童生徒在校時に事態が急変し

た中で、学校がどのような判断を下すべきかを管理職

に進言するか」 を検討し、その判断に基づいて、教

職員、児童生徒、地域住民に対して、学校がどのよう

な動きや連携を行うべきか、その後の対応までをタイ

ムラインで具体的に検討する。これは、大雨時の動的

な気象情報や、避難行動に伴う時間的な制約を統合し

て判断を下す、より実践的な訓練となっている 21)。 

このフェーズでの研修は、「集合知」から「判断知」

への深化を示唆している。防災主任研修が、自校の地

形と災害リスクの関係性を踏まえた上で、具体的な学

校の「動き」を伴う判断知を形成するプロセスである

のに対し、管理職研修は、限られた時間の中で、防災

主任からの情報を含む複数の情報から総合的な「意思
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決定」を下すトップマネジメントの判断知を養うもの

となっている。これらの取組は、個々の教員の判断知

を、組織全体の危機管理体制へと統合する重要な試み

であり、学校防災の実効性を高めることを目指してい

る。 

 

７. おわりに：普遍的な学びと今後の展望 

本稿で検証した石巻市の実践は、文部科学省の「第

3 次学校安全の推進に関する計画」（2022 年度-2026

年度）にも応答するものである。この計画が求める「地

域の災害リスクを踏まえた実践的な防災教育の充実」、

「危機管理マニュアルに基づく取組内容の充実」、そ

して「校長・教職員の研修及び訓練の充実」といった

提言に対し、石巻市の 14 年間にわたる取組は、個々

の教員の経験を「集合知」として体系化し、これを「判

断知」として組織に実装する極めて普遍的な学校防災

モデルとなりうることを示している。これは、単なる

災害の記憶や教訓を継承するだけでなく、個々の教員

が培った「集合知」を、組織として機能する「判断知」

へと実装することを目指している。 

しかしながら、このモデルを他地域へと展開し、実

効性を高めるには、複数の課題が残されている。その

最大の課題は、「学校防災」と「地域防災」の連携で

ある。学校防災の実践は、文部科学省が推進する一方

で、避難場所の指定や避難所の運営といった自治体の

権限に属する領域では、教育行政単独での対応には限

界がある。例えば、研修で検討したように、ハザード

エリアにある学校が自ら避難場所を検討することは、

本来、自治体と学校が地域住民も含めて共同で取り組

むべき課題である。また、緊急避難場所についても、

避難場所の収容能力を考慮した上で、子どもと住民が

安全に避難できるスペースを確保するには、自治体や

地域住民、施設管理者等との連携が不可欠である。災

害時には学校が地域の避難所となり地域住民が避難

してくることを前提とすると、学校内にとどまらない、

より広い視野での検討が求められる。 

今後は、学校という閉じた「集合知」を、自治体レ

ベルの「集合知」へと拡張していくことが最重要課題

となる。避難のタイミング、緊急避難場所の選定等の

課題について、学校と自治体、そして地域住民が一体

となって検討する必要がある。 
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